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工学院大学における東日本大震災対応業務および業務優先度調査に基づく

事業継続計画の枠組み策定

事業継続計画（BCP）、震災対応、業務優先度

　　吉田倬郎＊　村上正浩＊＊　久保智弘＊　宮村正光＊＊　
危機管理室、災害対策本部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　はじめに
本研究は，工学院大学（以下，本学）BCPに繋がる基礎資料の取りまとめと，大学BCPの枠組み構築を目的とし，本学各部署に，今後震災に行おうと想定している震災対応業務調査，通常業務について震災時に継続もしくは早期復旧が求められるものなどの調査を行った。
　調査は，2011年調査を踏まえ，6月～翌年の1月に「今後震災が起こった時に行おうと想定している震災対応業務調査」と「通常業務について震災時に継続もしくは，早期復旧が求められるものなどの調査」を行った。
　調査対象部署は，本学の運営を担うすべての部署である。なお，本学は，2011年度から2012年度になる際に，大規模な組織編成が行われ部署名が変更された。
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２　東日本大震災時における震災対応業務調査
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直後
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部署名

２．１　調査概要

「東日本大震災時における震災対応業務調査」は，「対応業務の種類」「業務の結果」「今後に向けての改善提案」の3つの項目を設け，調査票を作成し，2011年3月11日の東日本大震災時における各部署の対応などについて調査を行った。

２．２　震災対応業務概要

本年度は、これについて内容を精査し、震災時の行動を，被災直後，翌日以降，一週間後，の3つに時間を区切り震災対応業務一覧（表1）にまとめた。
震災発生直後は，多くの部署が各自で被害状況を確認していた。新宿校舎は，一部で天井の剥落などが生じたが，大きな人的被害はなかった。対策本部立ち上げの遅れにより、発災直後に問題がみられたが、対策本部立ち上げ後は，対策本部の指示のもと，1階アトリウムや地下に集まった帰宅困難者の受け入れ対応や物資配布，夜間の見回りの業務を行う部署が多かった。
翌日以降は，安否確認を行う部署が多かった。教務課，学生課を中心に，在学生，各学科事務は，教員，入試課は，本学入学予定者の安否確認業務を行った。発災後一週間以降では，施設部が本格的に被災施設の復旧業務を行った。 
３　今後，震災時に行おうと想定している震災対応業務調査
３．１　調査概要
　本調査の目的は，各部署が想定している震災対応業務の把握である。被害程度として「3.11以上」「3.11程度」の2つを想定し各部署の業務を，被災当日などに行う業務と復旧業務の2つの欄に書き分け。また，部署を構成する人員数も記入していただいた。記入は，各部署の部長クラスの方にお願いした。
「3.11以上」の想定は，新宿校舎はライフライン（電気，水道など）が全く使用できず（1週間程度），内装や設備の一部に大きな被害が発生，交通機関のマヒが発生（1週間の公共交通機関使用不可）とした。「3.11程度」の想定は，新宿校舎は一部損傷がある（3.11程度），新宿校舎のライフライン（電気，ガス，水道）は使用可能，交通機関のマヒが発生。（3.11程度　発生～1日は公共交通機関使用不可）とした。

　震災対応の種類を以下に示す12項目に整理し，各部署の調査回答の震災対応業務の特性を捉えた。
1.安否確認(学生，教職員の安否確認作業など)

2.学生対応(避難誘導，物資配布など)
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◎業務の中心を担うもしくは、業務に特徴がある部署

○業務をおこなう部署

情報発信

お金

情報・システム

設備・施設

災害対策本部

情報把握

法人部署 大学部署

業務特性

安否確認

学生対応

教職員対応

帰宅困難者対応

3.教職員対応(安全確保，避難誘導など)

4.帰宅困難者対応(物資配布など)

5.外部情報・状況の把握(交通状況，他大学状況など)

6.内部情報・状況の把握(被災状況確認，避難階の見回りなど)

7.外部への情報発信(工学院大学の状況報告など)

8.内部への情報発信(職員への指示，帰宅困難者への情報提供)

9.お金に関すること(給与システムなど)

10.情報・システムに関すること

11.設備・施設に関すること(校舎の目視点検など)

12.災害対策本部に関すること(対策本部設営，対策本部からの指示など)
３．２　特性分析結果 

　被災対応業務と業務特性を対応させ，特性分析一覧（表２）にまとめた。

被災対応業務の中で，安否確認業務に携わると回答している部署は、28部署中20部署であった。学務部学務課は「学内滞在学生・教職員等の安否確認の指示出し，取りまとめ」となっており，安否確認の中核を担う部署であることがわかる。

研究室に滞在している学生と教員の安否確認業務は，各科事務室が担っているが，情報学部事務室，電気系学科事務室，建築系学科事務室に関しては，教員を中心に安否確認を行うとしている。

また，12階職員全体の安否確認は，学生支援部学生支援課や学務部学務課が担い，13階の職員全体の安否確認は，総務部総務課が担う。教育支援機構図書館は，図書館利用者，情報システム部は，情報処理演習センター利用者，施設部施設課は，エレベータの閉じ込め対応と，各部署が管理をしている施設利用者の安否確認を行うとしている。
学習支援部学習支援課は，インターンシップ等で学外に出ている学生，国際交流センターは，留学生，寮に住んでいる学生，1階アトリウム在留学生，総務部総務課と学習支援部教務課は，学内在留学生の安否確認を行うとしている。その他の部署は，自部署の課員の安否確認を行うにとどまっている。

　学生対応業務は，避難誘導や学生休憩所の見張り，物資配布が主なものである。また，特徴的な業務をあげているのは，学生支援部学生支援課と学務部学務課で，それぞれメンタルヘルスの対応とメール・キューポート・ホームページを使った情報提供を担っている。

帰宅困難者対応業務は，救援物資配布や帰宅困難者の受け入れ対応が主なものであり，救援物資配布業務は，総務部，財務部，理科教育センターが主に行うことになっている。また，3.11以上の被災では，情報システム，化学系学科事務室，学生支援部学生支援課は，帰宅困難者への対応が困難としている。

情報把握業務は多岐にわたることが窺えた。特に，学生支援課就職，財務部経理課，施設部購買課では，自部署に特化した業務内容になっていた。財務部経理課は，金融機関との連絡ラインを確保し，ファームバンキングシステムの被害状況などを確認，把握し，金銭出納に関する対応を行うとしている。

　施設部購買課は，取引業者の被災状況や納品状況によっては，代替となる発注を行うとしている。

情報発信業務に特徴的がある部署は，総合企画部広報課である。報道関係の取材，問い合わせ，会見等を行うとしており，外部と工学院大学を結ぶ重要な業務を担う部署である。

震災後いち早く行うお金に関する業務は，施設部購買課の緊急を要する災害対応備品の購入手続きであった。

　情報システム関連業務は，情報システム部に業務が集中している。情報システム部の人員17名のうち正職員は5名で，震災対応の際の正職員の負担が大きいことが予想される。また，東日本大震災時の，災害対策本部の立ち上げの遅れ原因の一つは，情報システム部の本部立ち上げ担当職員が不在だったことであった。
施設・設備に関する業務を担っているのは，施設部施設課と情報システム部である。施設・設備に関する業務は，専門性が高く限られた職員が震災対応業務を行うことになる。また，外部への施設の貸し出し管理は，総務部総務課が行っている。震災直後早急に施設貸出を予定している機関・業者への使用中止の連絡業務は，東日本大震災時も行われていた。その他の部署の施設・設備に関する業務としては，被災状況確認が大方を占める。

災害策本部業務は，28部署中17部署が関わると記入している。大方の部署は，本部からの指示や方針にしたがって行動するというスタンスである。2012年度から危機管理室が統合された総務部総務課が，災害対策本部の業務を担っている。また，本部の立ち上げ支援と具体的に記入していたのは，学務部学務課であった。

４　通常大学業務優先度調査

４.1　調査概要
本調査の目的は，各部署が考えている，被災時に優先すべき業務の把握である。2011年の調査では，被災時における業務の優先度とし，各部署に通常時務の優先度について高い順に◎，○，無印で回答してもらった。

2012年調査も，2011年調査，同様に業務の優先度を記入していただいた。しかし，2011年調査では，各部署の優先度のレベル設定がバラバラになってしまった反省を生かし，優先度のレベルを明確にした。以下に各記号のレベルを示す。

◎：被災時も継続が最優先される業務

○：部署の主要業務

●：時期によっては継続が優先される業務

△：その他業務

その他に，「該当業務の対応時期」「業務に必要なもの」「該当業務の八王子校舎での代替可否」の項目を設け記入していただいた。また，ほとんどの部署から通常業務分担表を提供していただきより詳しい業務内容を把握できた。

　被災時にも遂行すべき通常大学業務の特徴を以下に示す7項目に整理し，各部署の調査回答の被災時通常業務の特性を捉えた。

1.学生に関すること（教育活動・奨学金など）

2.教職員に関すること（会議・研究費など）

3.お金に関すること（教職員の給与・奨学金・学校運営費など）

4.情報収集・発信に関すること(キューポート，広報など)

5.施設・システムなど物に関すること（データベース運用管理・設備点検など）

6.催し物に関すること（入試・卒業式・入学式など）

7.対外的なこと（共同研究・地域貢献・入学予定者など）

４．２　通常業務の特性分析の傾向 

特徴を捉えた結果，各部署の被災時優先通常業務の大枠を把握できた。法人部署は物品の発注，支払，給与，予算管理などお金に関する業務や学園のデータベース管理業務や開発・保守業務、また，国，市役所，近隣住民などの外部とのやり取りを行う業務など，学校運営を担っている業務が◎業務としてあげられている。さらに，創立記念日式典やホームカミングデーの検討など式典やイベントなどの催し物の検討業務が◎とされている。

　大学部署は，学生窓口業務，学籍管理，論文関係など学生に直接かかわる業務や各種入試の試験業務など教育活動を行うための業務と、法人部署同様，入学式やガイダンスなどの式典やイベントを◎業務としてあげている。

「業務に必要なもの」の回答は，多くの部署がパソコンと学内システムをあげており，電力供給の停止やシステム環境が停止した場合、ほとんどの業務が行えないことがわかった。
また，「該当業務の八王子校舎での代替可否」の回答で，業務の代行不可の割合は少なかった。代替不可としている理由は，八王子に関連部署がないことや，業務を行う環境がないためであると推測されるが，やりようによっては，可能であると思われる業務もある。今後，各部署へのヒヤリングなど詳しい調査が必要である。

５　BCPの枠組み構築

５．１　枠組み構築の概要

大学は，一般に、教育活動，研究活動，社会貢献の三つを大学の使命として業務を行っている1）。そして，大学業務は，お金，人・組織，情報システム，設備・施設，公共インフラなどのリソースによって支えられている。こうしたことを踏まえ、大学BCP構築のための大学の事業枠組みとして想定した，通常時の大学運営モデルを、図2に示す。
図２を基に、被災時の様子を図3に示す。震災発生直後は，大学運営を支えるソースが制限される。加えて，震災時は，被災対応業務を行わなければならず，限られたリソースで通常大学業務を行うには，業務を絞り込まなければならないことが分かる。
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図2　大学運営モデル
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図3　被災時の大学運営モデル

本研究では，想定した大学の事業枠組み，本研究での調査分析を踏まえ，被災時業務の選定および被災対応業務フローを1）～3）の手順で作成した。

1)　被災時も遂行すべき業務の選定基準になる基本方針と条件の設定を行う。

2)　1）で設定した選定基準と，被災時に考慮すべき「生命の安全確保，二次災害の防止，地域貢献・地域との共生」の3点も含め，調査回答から業務の選定を行う。

3)　時系列で業務区分を設定し，選定した各部署の業務と対応させ，被災対応業務フローを作成する。

業務を選定し，設定した業務区分に対応させ，被災対応業務フローを作成することにより，各部署が震災時に迷わずに業務に取り掛かることができる。

５．２　大学としてのBCP基本方針の提案
BCP基本方針は，企業や団体の理念に基づき提案されることが理想とされている2）。そのため工学院大学の理念である「無限の可能性が開花する学園」と大学の社会的立場を考慮し提案を試みた。基本方針は①～③に示すものとした。①，②は大学の理念に基づく提案，③は大学の役割に基づく提案である。

1� 無限の可能性の開花
「無限の可能性」は，学生の能力の無限の広がりと多様化する社会・産業と学問の組み合わせを表している。「開花」は，学生の多様な可能性を開花させ，自己実現を達成させ，さまざまなかたちで社会に貢献することを表している。これらを考慮し，学生の可能性を妨げないような運営を継続する。
②　学園としての継続
「学園」は，研究を主に行う機関ではなく“教育”のための機関であることを強調し表している。これを考慮し，教育活動の継続に注力する。
③　社会的信頼性の確保
大学は，企業と異なり，利益追求のための組織ではなく，非営利かつ公益的な組織である。3）そのため，社会に対する信頼，信用は非常に大切であり，企業や外部団体に迅速に対応できるよう運営する。

本研究では，これら3つを基本方針に設定し業務の選定を行うこととした。

また，被災時に事業継続と共に求められるものとして、内閣府が発行している事業継続ガイドライン第二版4）では，生命の安全確保，二次災害の防止，地域貢献・地域との共生の3つをあげている。これら3つも考慮し被災時に遂行すべき業務を選定した。

５．３　選定条件の設定

BCPでは，主に最悪の状況やさまざまな状況を想定し，条件の設定を行う。しかし，本研究では，最低限のライフラインは確保されており，建物被災状況は，3.11程度であることを想定して、業務の選定を行った。

2012年度調査の「各部署業務に必要なもの」の調査回答では，ライフラインが確保されない以上，教育機関としての継続が困難であることを把握できた。
５．４　業務区分の設定

三つの業務区分を設け，被災対応業務と被災時も行うべき大学通常業務を対応させた。業務区分は，業務を行うタイミングの明確化を目的として、実践事業継続マネジメント（第2版）5）を参考に設定した。業務区分の概要を図4に示す。
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図4　業務区分概要
被災対応業務は，緊急業務と復旧業務に分けた。緊急業務は，震災発生直後に行う業務とした。基本的に災害対策本部が立ち上がる前に行う業務であり，安否確認や災害対策本部立ち上げ準備などが該当する。復旧業務は，被災確認業務など緊急業務が終わり次第遂行する業務が該当する。継続業務は，大学として被災後に優先的に行う業務が該当する。


５．５　被災時に遂行していく業務の選定
提案した基本方針，条件設定，事業継続と共に求められるものを基準にし，被災対応業務と，大学として被災後に優先的に行う業務を選定した。選定した業務を業務区分と対応させ、各部署の被災対応業務フローを作成し，業務を選定することにより，東日本大震災時のように災害対策本部の立ち上げが遅れた場合でも，迷うことなく業務に取り掛かれるようになるはずである。被災対応業務フローを図5に示す。
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図5　被災対応業務フロー

 震災発生後直後は，各部署が緊急業務を行うこととなる。災害対策本部の立ち上げ後は，その指示のもとに各部署が業務にあたり，指示業務が終了した者から随時，復旧業務に移行し業務を行い、その後，継続業務に移行し，徐々に大学業務を支える各種リソースが整い次第，通常の大学業務に戻していくこととなる。
緊急業務と復旧業務は，2012年度「震災を想定した各部署震災対応業務調査」の回答にあった業務から抽出した。継続業務は，2011年度，2012年度「通常大学業務優先度調査」の回答にあった業務から抽出した。選定した各部署業務を表3に示す。継続業務に関しては，各部署が通常時に行っている業務の特徴が反映されていた。
６　むすび
本研究では，東日本大震災時の被災対応業務，想定被災対応業務が把握できた。また，調査回答の分析結果を基に，大学BCPの枠組みの構築を試みた。しかしながら，本格的な大学BCP策定には，大学としての基本方針・業務の目標復旧時間・リスクなどの設定や，業務で必要なもののさらに詳細な把握，重要業務の代替案の検討など、多くの課題があるが，本研究の成果が、こうした大学BCP策定の重要性を示し、具体的な策定に資することができれば幸いである。
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